





















































な文化資産になることを認めていた。1993 年 2 月、フランスのミッテラン大統領がハノイ
を訪問してヴェトナムとの和解を果たし、政治的和解、経済的協力とともに、文化関係の
再開を宣言して EFEO のハノイでの活動が再開される。フランスの植民地時代に設立され

































審査委員：主査  垣内 恵美子 
委員  今野 雅裕 
委員  大山 達雄 
委員  青木 保（文化庁） 
委員 坪井 善明（早稲田大学政治経済学術院） 
 
本論文の最終報告に引き続き、平成 19 年 12 月 27 日（木）午後 5 時から審査委員会が開
催された。審査委員は垣内恵美子教授（主査）、今野雅裕教授（副指導）、大山達雄教授、
青木保教授（文化庁長官）、坪井善明教授（早稲田大学）の 5 名であり、本論文について
以下のような意見が出された。 
1. 極東フランス学院に関する包括的な研究であり、日本語で書かれた論文としては本
邦初の研究である。国際的に先駆的な事例であるフランスの対外政策における学
術・文化機関の活動を、時代の変遷と併せて丹念かつ豊富な文献調査ならびにイン
タビュー調査を中心に跡づけ詳細に分析し、政策的インプリケーションを導出して
おり、学術的価値が高い。 
2. フランスの対外政策における学術・文化機関の役割が、学際的な視点から比較検討
されており、分析手法も科学的である。また、文章も読みやすく、外国語の翻訳も
こなれており、論文作成能力・教授能力が十分にあることが証明されている。 
3. 本研究のオリジナリティを強調する必要がある。たとえば、アテネ、ローマ、カイ
ロのフランス学院、日本の場合の国際文化振興会、日仏会館などの違いが明確にな
るような整理があると、より説得力のある議論が可能となろう。 
4. フランスの対外文化政策、政府戦略を表すものとして、研究者・行政官等の人的資
源の提供、予算措置といった面でのデータがあるとより説得力がある分析となる。
さらにデータを用いた国際比較や時系列分析があるとよい。 
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5. 本論文の主要な成果のひとつである極東フランス学院の活動についての年表は、本
文中に盛り込み、極東フランス学院の組織、活動、フランス国内、対外的インパク
ト、国際状況といった側面からまとめた方が読者には分かりやすい。 
 
上記のコメントに対して、論文の修正を行い、主査の最終確認及び各審査委員との了解
を得た上で博士論文最終版として提出させることにした。審査委員全員がこのような手続
きを経ることを合意し、本論文が本学博士論文として妥当であると結論つけた。 
